
市長公室 秘書企画課

令和元年 12 月 13 日 企画総務委員会

「第２期生駒市まち･ひと･しごと創生総合戦略（案）」のパブリックコメントの実施

について 説明資料

１ 第２期生駒市まち･ひと･しごと創生総合戦略

まち･ひと･しごと創生法第 10 条の規定に基づいて、本市の実情に応じたまち･ひと･しごと

創生に関する施策についての基本的な計画として平成 27 年度に策定した「生駒市まち･ひと･

しごと創生総合戦略」に引き続き、令和 2 年度からの「第２期生駒市まち･ひと･しごと創生

総合戦略（以下「第２期総合戦略」という。）」を策定します。

内容としては、本市における今後 5 ヵ年のまち･ひと･しごと創生に関する目標や本市が講

ずる施策に関する基本的方向等を定めるものです。

２ 第２期総合戦略策定までの経緯と今後の予定

(1) 第２期総合戦略の策定着手について市議会に報告（令和元年 8 月 15 日）

(2) 生駒市まち･ひと･しごと創生総合戦略会議の開催（令和元年 8 月 16 日）

(3) 生駒市まち･ひと･しごと創生総合戦略会議の開催（令和元年 10 月 4 日）

(4) 第２期総合戦略（案）のパブリックコメント実施について市議会で報告（令和元年 12 月

13 日）

(5) 第２期総合戦略（案）のパブリックコメントを実施予定（令和元年 12 月 20 日～令和 2

年 1 月 19 日予定）

(6) 第２期総合戦略策定を市議会で報告予定（令和 2 年 3 月予定）

３ 第２期総合戦略の概要

資料 4「第２期生駒市まち･ひと･しごと創生総合戦略（案）概要版」を参照

[資料 1]第２期生駒市まち･ひと･しごと創生総合戦略(案)、[資料 2]生駒市人口ビジョン〈改訂版〉（案）、

[資料3]パブリックコメントの実施に係るチラシ、[資料4]第２期生駒市まち･ひと･しごと創生総合戦略（案）概要版



 パブリックコメント案  

第２期生駒市まち･ひと･しごと創生総合戦略（案）
［令和 2（2020）年度  令和 6（2024）年度］ 

令和元年１２月 

生 駒 市

［資料1］ 
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第１章 基本的考え方 

１．計画の位置づけ 

生駒市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下 総合戦略    。）は、まち・ひと・しごと創生法第１０条の規

定に基づき、国が定める「まち・ひと・しごと創生総合戦略 長期     及び「生駒市人口ビジョン〈改訂版〉」を勘

案し、本市の「まち・ひと・しごと創生」に向けた目標や施策の基本的方向、施策をまとめたものです。 

本市では、令和元（2019）年度  概 ２０年間 計画期間   第６次生駒市総合計画により、まち

づくりの基本的な考え方や目指す将来都市像、計画期間内における施策を基本構想の中で体系的に示していま

す。第２期総合戦略  第６次生駒市総合計画が掲げるまちづくりの基本的な考え方や将来像などの市として

の普遍的な方向性や、第６次生駒市総合計画第１期基本計画に位置付けられた施策との整合にも留意  

つ、本市を取り巻く社会経済動向や、人口動向に係る主要課題を捉え、施策を講じるターゲットを明確にしながら、

今後急速 進行  人口減少を和らげ 将来     活力     維持    ための具体的な取組を定め

るものです。 

２．計画期間 

第２期総合戦略 計画期間  令和 2（2020）年度  令和 6（2024）年度   ５年間     

第６次生駒市総合計画 

[基本構想] 

令和元（2019）年度  概 20 年間 特出し 
深掘り 

社会経済動向 

生駒市人口ビジョン（改訂版） 

 令和 47（2065）年度 

勘案 

[第１期基本計画] 

令和元（2019） ５（2023）年度 第２期生駒市 

まち･ひと･しごと創生総合戦略 

令和 2（2020）～6（2024）年度 

国の「まち・ひと・しごと創生」

に関する取組 

将来人
口展望 
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３．推進体制 

第２期総合戦略 策定     人口動向や就労に関する分析 第１期総合戦略 進行管理 行    

  各種団体 事業者等    有識者    構成   生駒市         創生総合戦略会議」を開催し、

意見交換 行いました。 

総合戦略  計画期間内    確実 成果 達成     状況変化 応じて柔軟に事業内容 見直  

関係する全ての主体がそれぞれの役割を発揮しながら取組を進めていく必要があります。 

    行政 執行部門 地域 事業関係主体   協働   PDCA サイクルを実践することが可能となるよ

う、各担当部課が進捗状況を 生駒市行政経営会議  報告し、 生駒市         創生総合戦略会議 

 意見 得    「生駒市行政経営会議」において、計画の進捗状況を検証し、柔軟に事業の見直  追加

等 計画変更 実施   くものとします。 

庁内体制 

市 長 

まち･ひと･しごと 
創生推進事務局 

各担当部課 

事業関係者 

（産官学金労言） 

議 会 

市民・活動団体 

生駒市 

まち･ひと･しごと創生 

総合戦略会議 

連携 

生駒市 
行政経営会議 

進捗状況報告

進行管理 

協
働 計画の実践 

計画変更報告

意見 

計画変更 
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第２章 人口ビジョンと今後の取組の方向性 

１．人口ビジョン 

（１）人口動向 

生駒市はこれまで、自然増、社会増と両方が増加することで大きく人口が増加してきました。 

自然動態   出生数 死亡数 上回   自然増  続        近年 死亡数 増加傾向    

に対し、出生数は減少傾向にあり、現在は死亡数が出生数を上回る「自然減」の状況となっています。合計特殊

出生率 微増傾向         2015年 1.34（翌年1月1日現在 住民基本台帳    市 独自

 算出）  奈良県 1.38を下回っています。しかしながら、国立社会保障 人口問題研究所（以下 社人研 

という。）の意向調査によると「未婚者の希望子ども数」は 2.02 人  既婚者 理想子  数  2.32 人となっ

    合計特殊出生率 数 上回         結婚 関  意識調査     結婚 必要 状況    

「経済的に余裕ができること」が 42.4％ 最 大            理想 子  数 持   要因   意識

調査によると「経済的な負担が大きいから」が 59.6％ 最 大        次   育児 仕事  両立 出来

ないから」が 19.2％  年齢的 理由 難    17.3％となっています。こうした状況は、結婚や出産に対する

社会的 経済措置 対  不安 解消          女性 高学歴化 伴 晩婚化・晩産化が進んでい

ることが背景になっていると考えられます。 

一方 社会動態   転入 転出 上回   社会増  続        近年 転入 減少傾向  転出

は横ばい傾向にあり、現在は転出が転入を上回る「社会減」の状況となっています。転入では、30歳代とその子ど

もに当たる世代の5歳未満が転入超過となっており、転出では20歳代が転出超過となっています。これは、大学

進学 就職    若者 転出  一方  生駒市 住宅環境 通勤等 利便性 求  子育 世帯 転

入していることによるものと考えられます。 

（２）将来推計人口 

社人研   出生率 移動率 用  推計  長期的  将来人口 減少  2065 年  8 万人程度 

  見通             市 社会動態 特性 直近 年齢別人口 国 長期ビジョンの推計を踏まえ

 出生率 用  独自 仮定値 設定  本市 将来人口      変化    独自 推計     

  結果 本市 特性   ３０歳代 ４０歳代前半 流入傾向 継続しつつ 出生率 上昇    取

組を進めると、人口は 2065 年  9 万人弱程度 維持   見通            自然増減 社会増

減 人口 与  影響度 把握     比較         行      社会増減 影響度 比  自然

増減 影響度 高    判明         市独自推計 条件    出生率 国 長期      想定

 同様 上昇    想定   出生率 5年 0.1上昇させ、2055年 2.06 に到達する（2060年  人

口置換水準 2.07）    仮定  推計 行     
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（３）人口の将来展望 

独自推計による将来推計人口では、2020年以降本格的に人口減少が進み、その後も一貫して減少を続ける
ものの、2065 年     9 万人弱程度（約 8万 7,900人） 維持  見通       

＜仮定＞ 

図 パターン別の推計人口
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国立社会保障・人口問題研究所将来推計人口（２０１８年推計）を踏まえて

生駒市人口ビジョン推計を見直した市独自推計［総人口］

パターン１（国立社会保障・人口問題研究所推計準拠） パターン２（市独自推計）

（人）

パターン 合計特殊出生率 移動率 内容 

パターン１ 
2020 2045 年 社人研の
値とし、その後は同水準で推移
すると仮定 

2010 2015 年 観察
された本市の移動傾向が
2045 年  継続    
後同水準で推移すると仮
定 

社人研の推計準拠 

パターン２ 
人口動態・保健所市町村別統
計の数値 2015 年 1.26
（2008 年 2012 年） 基
  国 長期     上昇率
に準拠し、5年 出生率0.1上
昇し、2055 年 2.06 まで上
昇すると仮定 
（2060 年 2.07） 

基本的にはパターン１と
同様とするものの、30 歳
代、40 歳代前半について
  本市 特性   流
入傾向が継続すると仮定 

市独自推計 
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２．課題と今後の取組の方向性 

（１）人口動向から導き出される課題 

本市における出生率 低迷 、人口減少の抑制に向けて優先して取り組むべき課題です。意識調査 結果

 踏     理想 子  数 持   最大の要因は「経済的負担」となっており、２５ ４４歳 働 盛 世

代の経済的負担を緩和することが必要です。 

また、30歳代の転入の鈍化や 20歳代の就職に伴う転出の増加など、人口の社会移動が低迷してきているこ

とが、もう一つの課題です。 

（２）取組の方向性

出生率 低迷 対    保育機能の強化や母子保健 充実 幼児教育・保育の無償化、医療費助成 

継続等により、子育てにかかる負担を軽減し、子どもを産み、育てやすい環境を整備することが考えられます。 

加   市内産業 活性化 図          在宅勤務     ･   ･バランスを考慮した多様な働

き方を推進することで、子育 層 女性    働き盛り世代の市内就労の拡大を図るとともに、自らの優れた知

識 技能 発揮 て、市内で自ら起業できるような環境を整備し、職住近接による就労支援を図ることにより、

経済力 向上 つなげることが考えられます。 

これら両面から子育て世帯を中心に働き盛り世代を経済的 支援  不安 解消        子育 世帯

 理想 子  数 実現   環境 整  出生率 向上につな   見込     

社会移動の低迷に対しては、市外    魅力 効果的 発信  都市ブランドの形成 交流人口 拡大 

図るとともに、流入人口 増  仕組  構築     子育  教育施策 中心   行政施策 充実による

転入促進策 加  今後 住宅都市     変化               多様 住  方 暮  方 

推進により、   魅力発信    ＵＩＪターンを促す取組を進め、主に大阪や京都などに居住する働き盛り

世代 移 住    思 魅力的       進     考      

また、企業誘致や市内での起業促進により職住近接を実現し、職を求めて市外へ転出する 20 歳代 若年

層の転出抑制につなげることが考えられます。加えて、子どもの頃からまちへの愛着やシビックプライドの醸成を図る

ことで、成長    市外 転出  子  達（若者） 将来的 Ｕ    可能性 高       働き盛り

世代を中心に幅広い世代にも同様にそれらの醸成を図ることで定住促進につなげることが考えられます。 

転入増加と定住促進の両面から施策を展開していくことで、社会移動の均衡を維持していくことが期待できま

す。 

上記の方向で取組を進め、出生率 向上 社会移動 均衡 維持 図       人口減少 抑制 実

現を目指します。 
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図 課題と今後の取組の方向性 
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第３章 基本目標 

国           創生総合戦略  政策構成及び本市 人口展望 見 取組 方向性を踏まえつつ、
出生率向上施策 25 44 歳の働き盛り世代の社会増につながる施策への取組が人口減少を和らげる上で効
果的であること    本市 市民 優  知識 技能 持  人が多く居住していながらも、特に子育て層の女
性については就業率 低  そ 高        活          等   本市 総合戦略   子育て
世帯を主なターゲットとしつつ、働き盛り世代に焦点をあて、以下の３つの「基本目標」に示す目指すまちの姿を展
望して、具体的な取組を着実に進めていきます。 

基本目標１ 子育てしやすいまち 

目指す姿 多様 保育     利用         支 合いの中で 子育 世帯 不安  希望
の子どもの数を持ち、ゆとりを持って生活（子育て）している。 

数値目標 
①合計特殊出生率 

②子育て世帯 住     満足度

基本目標２ 働き盛り世代が希望の仕事をできるまち 

目指す姿 ワーク･ライフ･バランスに関する取組が進み、働き盛り世代が多様な働き方を選択していると
ともに、仕事を自ら起業するなど家族の近くで希望の仕事ができている。 

数値目標 
①市内従業者数 

②法人設立届出数 

基本目標３ 働き盛り世代が住みたいまち 

目指す姿 

多様な住まい方・暮らし方の推進により、働き盛り世代    魅力的   として認知さ
れ、都市ブランドの形成 交流人口 拡大しているとともに、  魅力に惹かれて市外から働
き盛り世代 新  市 流入       また、市内においても働き盛り世代を中心にシビ
ックプライドが醸成され、定住促進が進んでいる。 

数値目標 

①働き盛り世代（25 34歳）の純移動数（転入‐転出） 
働き盛り世代（35 44 歳）の純移動数（転入‐転出） 

②働き盛り世代の定住意向 

 総合戦略で目指すまちの姿  

『働き盛り世代が多様な働き方・暮らし方を選択でき、 

安心して２人目、３人目の子どもを産み、育てられるまち』 

上記のとおり総合戦略   子育て世帯を主なターゲットとし、子育てしやすいまちを目指すとともに、働き盛り
世代に焦点をあて、希望のしごとができるまちや住みたいまちを目指しており、本市においては、計画期間中、『働
き盛り世代が多様な働き方・暮らし方を選択でき、安心して２人目、３人目の子どもを産み、育てられるまち』の
実現に向けて「まち・ひと・しごと創生」に取り組んでいきます。
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第４章 総合戦略の施策体系 

2‐3‐2 介護分野における就労の促進 

3‐2‐2 協働イベントの開催による楽しく活力のあるまちの創出

2‐2‐2 起業支援 

3‐2 働き盛り世代を中心に幅広い世代が
住み続けたいまちをつくる 

3‐2‐3 文化芸術活動やスポーツ活動への参画機会の創
出によるまちへの愛着やシビックプライドの醸成 

1‐2‐2 学童保育の機能強化

3‐1‐1    魅力発信 観光 交流 促進   交流人
口の拡大 

3‐1 働き盛り世代が移り住みたいまちをつくる 

3‐2‐1 多様な主体との協創による都市ブランド形成 

1‐4‐1 子育て世帯を応援する情報提供の推進 

1‐4‐3 地域で子育  見守 体制の強化 

3‐1‐2 多様な住まい方･暮らし方の推進に  流入人口
の促進

基本目標
（大分野）

1‐5‐1 災害・犯罪等に対する安全性の向上 

施策に関する基本的方向
（中分野） 

施策
（小分野） 

1‐1 経済面で出産をサポートするとともに出
産 育児 不安 軽減  

1‐1‐1 出産に対する経済的支援

1‐2 子育て世帯の時間のゆとりをつくる 1‐2‐1 就学前保育の機能強化 

1‐1‐2 産前産後ケアの充実 

1‐4 コミュニティ形成等を通して子育て世帯
の精神的なゆとりをつくる 

1‐4‐2 子育 世帯 交流促進

1‐5 子育て世帯が安心して生活できる地域
をつくる

2‐1‐1 働き方をめぐる環境の変化に応じたワーク･ライフ･
バランスの実現 

2‐2‐1 産業の活性化 

２
働
き
盛
り
世
代
が
希
望
の
仕
事
を

で
き
る
ま
ち

2‐1 職場での多様な働き方を広げる 

2‐2 家族の近くで希望する仕事に就ける環
境をつくる 

2‐3 今後需要 増加 見込   事業分
野における仕事や人材を育てる 

１
子
育
て
し
や
す
い
ま
ち

1‐3 子育て世帯に   魅力的 教育 行 1‐3‐1 教育環境の充実 

３
働
き
盛
り
世
代
が
住
み
た
い
ま
ち

2‐3‐1 子育て分野における就労の促進 

2‐3‐3 食に関する地域産業の創出 
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第５章 基本目標に基づく施策 

具体的な取組    体裁 変更点

第1期生駒市         創生総合戦略    も、基本目標に基づく施策に紐付けた、具体的な取組ご
とに重要業績評価指標（ＫＰＩ:Key Performance Indicator）を設けていました。第２期生駒市まち・ひ
     創生総合戦略においては、ＫＰＩの性質をさらに明確にするため、行政 事業 対  具体的 活動量
や活動実績を示すアウトプット指標、活動に基づく成果を示すアウトカム指標を併記することとし、具体的な取組の
体裁を以下のとおりとします。 

■具体的な取組 ■担当課 ■ＳＤＧｓ 

① 取組名 取組内容 担当課名 

■ＫＰＩ（アウトプット指標） ■ＫＰＩ（アウトカム指標） 

①‐1 アウトプット指標名 

アウトプット指標の説明（担当課名） 

①‐A アウトカム指標名 

アウトカム指標の説明（担当課名） 

また、令和元年７月１日  生駒市が「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されたことを踏まえ、今後はＳＤＧｓを達
成するために様々な課題に対して、経済・社会・環境の総合的な視点で取り組む必要があることから、ＳＤＧｓの
視点を第２期生駒市         創生総合戦略にも反映します。 
このことから、具体的な取組ごとに、関連するＳＤＧｓの１７のゴールを示すアイコンを付しています。 
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